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にパニック事象を認め、担当医師に連絡している。
　パニック事象を発見したコメディカルは、カルテに「パニック事象報告」としてコメディ
カル記載をしている。
　４Ｂ　薬剤師による処方チェック
　処方箋に、腎機能データを印刷しており、薬剤師は腎機能を常に考えながら処方をチェッ
クしている。最近は電子カルテの自動チェックが主体になっている。処方内容をダブル
チェックしており、投薬日数の不揃いや、重複処方のチェックで救われることも多い。
　４Ｃ　病棟看護師のトップリーダー制
　すべての患者を把握したトップリーダー看護師が各病棟に固定で２名勤務しており、医
師と看護師の橋渡しの業務をしている。医師が患者情報を得たり、指示をするのが大変楽
である。

５．院内LANの活用
　医師は院内のパソコンの何処からでも、医学書院【今日の診療】がすぐに見られるので、
診療上の疑問があれば気軽に参照できる。インターネット、UpToDate、NEJMも参照で
きる。

６．人的なサポート
　患者数の多い外来診察室には、医療クラークかパソコン入力のできる看護師を配置して
いる。診察前に、ある程度の情報が彼らによって入力されている。
　回診はトップリーダー看護師と、希望があればクラークと一緒に行う。
　メディカルクラークは医師２名に１名配置しており、書類作成、がん登録、診療補助を
させている。
　外来フロア担当として、スリランカ人女性を採用、コンシェルジュ業務をさせている。
病院への不満の吸収役になっている。
　外来医事科担当男性は、窓口トラブル対応の受講を終えており、それなりの対応が出来
る。これで解決できないときは上級職の事務職員、常勤の警察OBの呼び出しが院内PHS
でできる。特に事件はないが、警察OBはエアコン掃除や植木の水やりなどをしながら、
絶えず院内を巡回して情報収集をしている。
　最近はインハウス弁護士を雇用し、スタッフの安心感に繋がっている。

　以上、岡村一心堂病院で実施している医療事故対策の一部をご紹介いたしました。｢岡
山カルテ構想｣に参加ご希望の医療機関がありましたら、ご相談させて下さい。

関連の発表の一部
全日病ニュース575号、577号、2003
岡山医学会雑誌　126巻　167-169、2014
http://www.iarmm.org/４WCCS/４WCCS-bulletin.pdf 2015
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エチゾラム及びゾピクロンの投薬期間の制限について

 日医発第805号（保169）
 平 成 28 年 10 月 19 日
 日本医師会長　　　　　
 　横　倉　義　武

　薬価基準に収載され、保険診療で使用されている医薬品「エチゾラム（商品名：「デパス」
等　薬効分類：精神安定剤）」及び「ゾピクロン（商品名：「アモバン」等　薬効分類：睡眠障
害改善剤）」については、平成28年10月14日から麻薬及び向精神薬取締法に規定する向精神薬
に指定されたところです。（平成28年９月28日　日医発第747号（地Ⅰ188）にてご連絡）
　これに伴い、今般、掲示事項等告示が一部改正され、エチゾラム及びゾピクロンの診療報酬
上の投薬期間を平成28年11月１日以降は30日分を限度とする旨が示されるとともに、関連する
通知が示されましたので、お知らせ致します。
　改正の概要等については下記のとおりでありますが、今回の改正内容に関して、貴会会員に
周知下さるようお願い申し上げます。
　本件につきましては、日本医師会ホームページのメンバーズルーム中、医療保険の「医薬品
の保険上の取扱い等」に掲載いたします。

記

１　改正の概要
　⑴ 　エチゾラム及びゾピクロンは、平成28年10月14日から麻薬及び向精神薬取締法第２条第

６号に規定する向精神薬に指定されたが、平成28年10月31日までは、掲示事項等告示第10
第２号⑴ロに規定する向精神薬からは除外することとし、向精神薬に係る投薬期間の上限

（投薬量又は投与量が14日分を限度とされる。）の例外として定めたものであること。
　⑵ 　エチゾラム及びゾピクロンについて、平成28年11月１日より、掲示事項等告示第10第２

号⑵イに規定する投薬量が30日分を限度とされる内服薬として定めたものであること。

２　その他
　⑴ 　エチゾラム及びゾピクロンの投薬量の制限（30日分を限度とする。）については、平成

28年11月１日より適用されるものであるが、同年10月31日までの間であっても、その投薬
については、以下の規定を踏まえ、適切に行うこと。
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■　 「「療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等」
及び「保険外併用療養費に係る厚生労働大臣が定める医薬品等」の実施上の留意事項
について」（平成18年３月13日付け保医発0313003号/最終改正：平成28年３月４日保医
発0304第12号）（抜粋）

第10　厚生労働大臣が定める注射薬等（掲示事項等告示第10関係）
　（中略）
４　投薬期間に上限が設けられている医薬品
　（中略）
　⑷ 　投与期間に上限が設けられている麻薬又は向精神薬の処方は、薬物依存症候群の有

無等、患者の病状や疾患の兆候に十分注意した上で、病状が安定し、その変化が予見
できる患者に限って行うものとする。そのほか、当該医薬品の処方に当たっては、当
該患者に既に処方した医薬品の残量及び他の医療機関における同一医薬品の重複処方
の有無について患者に確認し、診療録に記載するものとする。

　⑵ 　処方せんの使用期間は原則４日間とされているが、例えば10月31日にゾピクロンを40日
分投薬する旨の処方せんを交付し、調剤薬局が当該処方せんを11月３日に受け取った場合
でも、40日分の調剤をすることは可能であること。（厚生労働省当局に確認済み）

 以上

（参考資料）
　１．官報（平成28年10月13日　第6877号　抜粋）
　２ ．療担規則及び薬担規則並びに療担基準に基づき厚生労働大臣が定める掲示事項等の一部

改正について
　　　（平成28年10月13日　保医発1013第１号　厚生労働省保険局医療課長）
　３．新たに向精神薬に指定される内服薬の投薬期間について（案）
　　　（平成28年９月28日　中医協総会資料（総−５））
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医療事故調査制度における対象事例判定：
岡山大学病院における取り組み

岡山県医師会理事
岡山大学病院副病院長（医療安全担当）　岩月　啓氏

 岡山大学病院医療安全管理部　森田　幸子（看護師GRM）

【はじめに】
　医療事故調査制度が2015年10月１日から施行されました。岡山県は「診療行為
に関連した死亡の調査分析モデル事業」実施地域であり、当院も解剖受け入れ協
力施設として、十分な経験を積んできたはずですが、実際に本制度が動きだすと
数々の問題点が浮き彫りになってきました。厚労省HPでは、「本制度は、医療事
故が発生した医療機関において院内調査を行い、その調査報告を民間の第三者機
関（医療事故調査・支援センター）が収集・分析することで再発防止につなげる」
ことを目的に、医療法の改正に盛り込まれたと記載されています。日本医療安全
調査機構（医療事故調査・支援センター）にも、「医療事故の再発防止」という
記述があります（https://www.medsafe.or.jp）。本来、死因の調査分析を目的に
始められたモデル事業が、次第に主たる目的を変えようとしているように思われ
ます。医療「事故」調査という本制度の名称に加えて、「再発防止」という表現
ゆえに、一般市民には、「事故＝過失」という誤解が生じやすいものと思われます。
また、制度開始当初のマスコミでの取り扱いも同様の解釈をしており、一般市民
の反応は、本制度が死因究明を通して、医療上の過失の有無を判断することを期
待しているように思われます。本制度施行後の問題点を改定する作業が進められ
ていますが、「事故」という過失のイメージを連想させる言葉が変更される方向
ではなさそうです。

【医療事故調査制度の運用上の問題点】
　岡山大学病院における本制度実施上の問題点は次のようにまとめられます。
Ａ．当事者施設としての問題
　１．本制度説明のタイミング：ご臨終から退院までの限られた時間内での説明
　２ ．従来の病理解剖・Ai（autopsy imaging）と、本制度に組み込まれた解剖・

Aiの混同ないし流用
　３．対象事例を判定する検討会と、院内医療事故調査委員会との混同
　４．本制度の説明が即ちセンター報告であるという誤解
　５ ．対象事例不相当を伝える手段（報告書）、タイミングと遺族側の受容の困

難さ
　６．医療事故調査委員会の調査結果を遺族に説明するまでの期日
　７ ．医療事故調査委員会の報告書の書式、内容、法的取り扱いと外部委員の法
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